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Ⅰ．平成３１年度予算総括表 
 
１．国土政策局関係予算国費総括表 

（単位：百万円）

(A) (B) (A/B)

Ⅰ．行政経費

　○対流促進型国土の形成と国土の長期展望 322 332 0.97

　（１）対流促進型国土の形成 262 332 0.79

　　うち・広域連携プロジェクトの推進等 81 106 0.76

　　　　・スーパー・メガリージョン形成による対流促進に向けた検討 19 20 0.97

　　　　・「小さな拠点」の形成推進 116 121 0.96

　　　　・土地の適切な管理のあり方に関する検討 17 17 1.02

　（２）国土の長期展望 60 0 皆増

　　うち・政策効果に伴う人口分布の変化を動的に把握するための検討 10 0 皆増

        ・長期的なリスクと相関する国土利用のあり方に関する検討 11 0 皆増

　　　　・人口規模別のサービス機能等の立地確率の把握及び対策の検討 11 0 皆増

　○離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件不利地域の振興支援 5,236 5,168 1.01

　　うち・離島活性化への支援 1,579 1,550 1.02

　　　　・奄美群島振興への支援 2,444 2,400 1.02

　　　　・小笠原諸島振興開発への支援 1,068 1,050 1.02

　　　　・半島地域振興施策の推進 87 96 0.90

　　　　・豪雪地帯対策の推進 28 31 0.90

　○地理空間情報の高度活用によるイノベーションの加速化 269 317 0.85

　　うち・Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討 102 126 0.80

　　　　・高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 44 50 0.89

　○国土・地域政策の海外展開 71 69 1.02

　○その他 179 178 1.00

行　政　経　費　　　計 6,077 6,064 1.00

Ⅱ．公共事業関係費

　○推進費等 14,017 13,763 1.02

　　　　・官民連携基盤整備推進調査費 331 325 1.02

　　　　・災害対策等緊急事業推進費 13,686 13,438 1.02

　○離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉 66,611 61,444 1.08

　　　　・離島振興事業 45,648 42,625 1.07

　　　　・奄美振興事業 20,963 18,819 1.11

公共事業関係費　　　計 80,628 75,207 1.07

合　　　　　　計 86,705 81,271 1.07

（注）1．本表の離島振興及び奄美振興 <一括計上分> には、臨時・特別の措置を含む。

　　　2．本表のほか、東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）に離島3,040百万円（平成31年度国費）がある。

　　　3．本表のほか、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）（平成31年度国費 871,341百万円の内数）がある。

　　  4．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

事　　　　　　項
平成31年度 前年度

対前年度
倍　　率
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 ２．特定地域振興関係予算総括表 

倍率 倍率

（A） （A/D） （B） （C=A+B） （C/D） （D）

71,265 0.98 7,280 78,545 1.08 72,558 
1,056 0.73 345 1,401 0.97 1,442 
1,056 0.73 345 1,401 0.97 1,442 
5,449 0.93 300 5,749 0.99 5,830 
4,194 0.99 300 4,494 1.06 4,243 
1,255 0.79 0 1,255 0.79 1,588 
4,621 1.22 0 4,621 1.22 3,799 
1,176 1.52 0 1,176 1.52 772 
3,445 1.14 0 3,445 1.14 3,027 

29,175 0.99 1,951 31,126 1.06 29,368 
2,724 1.00 628 3,352 1.23 2,734 
1,674 0.91 81 1,756 0.95 1,839 

16,376 0.99 788 17,164 1.04 16,544 
8,400 1.02 453 8,853 1.07 8,252 

27,735 0.96 4,684 32,419 1.12 28,997 
17,410 1.01 1,131 18,541 1.07 17,300 
10,325 0.88 3,553 13,878 1.19 11,697 
68,036 0.98 7,280 75,316 1.08 69,436 
3,220 1.04 0 3,220 1.04 3,105 

9 0.53 0 9 0.53 17 
3,229 1.03 0 3,229 1.03 3,122 

30,226 1.00 2,849 33,075 1.10 30,094 
78 0.67 50 128 1.10 116 
78 0.67 50 128 1.10 116 

2,737 1.14 721 3,458 1.45 2,392 
1,600 1.01 721 2,321 1.47 1,583 
1,137 1.40 0 1,137 1.40 809 
1,360 1.26 0 1,360 1.26 1,079 

722 1.52 0 722 1.52 474 
638 1.06 0 638 1.06 605 

9,761 0.98 221 9,982 1.00 9,949 
6,307 0.96 99 6,406 0.98 6,560 

526 1.00 0 526 1.00 525 
665 1.03 0 665 1.03 646 

2,264 1.02 122 2,386 1.08 2,218 
12,149 0.98 1,857 14,006 1.13 12,432 
7,733 1.03 288 8,021 1.07 7,505 
4,416 0.90 1,569 5,985 1.21 4,927 

26,085 1.00 2,849 28,934 1.11 25,968 
4,133 1.00 0 4,133 1.00 4,115 

8 0.79 0 8 0.79 10 
4,141 1.00 0 4,141 1.00 4,125 
2,010 1.04 0 2,010 1.04 1,935 
1,736 1.05 0 1,736 1.05 1,660 

261 1.00 0 261 1.00 262 
13 1.02 0 13 1.02 13 

2,010 1.04 0 2,010 1.04 1,935 
182 0.95 0 182 0.95 191 
175 0.96 0 175 0.96 182 

7 0.71 0 7 0.71 10 
182 0.95 0 182 0.95 191 
28 0.90 0 28 0.90 31 
28 0.90 0 28 0.90 31 

公 共 事 業 関 係 費　　合　計 94,122 0.99 10,129 104,250 1.09 95,405 
行　　政　　経　　費　　合　計 9,590 1.02 0 9,590 1.02 9,405 

行政経費　計

＜ 豪 雪 地 帯 対 策 ＞

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 費 補 助 金

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 調 査 費

行政経費　計

＜ 半 島 振 興 ＞

半 島 振 興 広 域 連 携 促 進 事 業

半 島 地 域 振 興 対 策 調 査 費

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 事 業 費 補 助

森 林 整 備

水 産 基 盤 整 備

農 山 漁 村 地 域 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

公共事業関係費　計

奄 美 群 島 振 興 交 付 金

奄 美 群 島 振 興 開 発 調 査 費

行政経費　計

＜ 小 笠 原 振 興 ＞

離 島 振 興 調 査 費

農 業 農 村 整 備

＜ 奄 美 振 興 ＞

治 山 治 水

治 山

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

空 港

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

水 道

廃 棄 物 処 理

農 林 水 産 基 盤 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

公共事業関係費　計

離 島 活 性 化 交 付 金

＜ 離 島 振 興 ＞

治 山 治 水

廃 棄 物 処 理

区　　　　分

治 山

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

空 港

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

水 道

行政経費　計

農 林 水 産 基 盤 整 備

農 業 農 村 整 備

行政経費　計

事　業　費

平成31年度
(通常)

平成31年度
(臨時・特別
の措置)

平成31年度
決定額

前年度

森 林 整 備

水 産 基 盤 整 備

農 山 漁 村 地 域 整 備
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（単位：百万円）

倍率 倍率

（A） （A/D） （B） （C=A+B） （C/D） （D）

42,996 0.97 4,240 47,236 1.07 44,192 
608 0.76 178 786 0.98 804 １．離島振興及び奄美振興については、一般公共事業の

608 0.76 178 786 0.98 804 　　国土交通省一括計上分及び行政経費を計上している。

4,615 0.94 180 4,795 0.98 4,902 
3,429 1.01 180 3,609 1.06 3,390 ２．本表のほか、東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）

1,186 0.78 0 1,186 0.78 1,512 　　として、次のものがある。

1,798 1.14 0 1,798 1.14 1,574 　　　○離島分　3,040百万円

588 1.52 0 588 1.52 386 
1,210 1.02 0 1,210 1.02 1,188 ３．本表のほか、厚生労働省計上の

17,749 0.99 1,223 18,972 1.06 17,950 　　「生活基盤施設耐震化等交付金（非公共）」の内数として、

1,544 1.00 367 1,911 1.24 1,544     離島分、奄美分がある。

557 0.95 40 597 1.02 588 
10,998 0.98 565 11,563 1.03 11,221 ４．本表のほか、特定地域振興に関連する事業として、

4,650 1.01 251 4,901 1.07 4,597 　　集落活性化推進事業費補助金（115百万円）がある。

16,638 0.96 2,659 19,297 1.11 17,395 
10,444 1.01 754 11,198 1.08 10,378 ５．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

6,194 0.88 1,905 8,099 1.15 7,017 
41,408 0.97 4,240 45,648 1.07 42,625 
1,579 1.02 0 1,579 1.02 1,550 

9 0.53 0 9 0.53 17 
1,588 1.01 0 1,588 1.01 1,567 

21,314 1.00 2,101 23,415 1.10 21,229 
55 0.72 30 85 1.12 76 
55 0.72 30 85 1.12 76 

2,599 1.15 721 3,320 1.47 2,255 
1,540 1.01 721 2,261 1.48 1,523 
1,059 1.45 0 1,059 1.45 732 

595 1.27 0 595 1.27 467 
361 1.52 0 361 1.52 237 
234 1.02 0 234 1.02 230 

6,994 0.97 144 7,138 0.99 7,201 
4,893 0.96 66 4,959 0.97 5,117 

160 1.00 0 160 1.00 160 
494 1.00 0 494 1.00 494 

1,447 1.01 78 1,525 1.07 1,430 
8,619 0.98 1,206 9,825 1.11 8,820 
5,487 1.03 201 5,688 1.07 5,325 
3,132 0.90 1,005 4,137 1.18 3,495 

18,862 1.00 2,101 20,963 1.11 18,819 
2,444 1.02 0 2,444 1.02 2,400 

8 0.79 0 8 0.79 10 
2,452 1.02 0 2,452 1.02 2,410 
1,081 1.02 0 1,081 1.02 1,063 

930 1.02 0 930 1.02 914 
137 1.01 0 137 1.01 136 
13 1.02 0 13 1.02 13 

1,081 1.02 0 1,081 1.02 1,063 
87 0.90 0 87 0.90 96 
80 0.92 0 80 0.92 87 
7 0.71 0 7 0.71 10 

87 0.90 0 87 0.90 96 
28 0.90 0 28 0.90 31 
28 0.90 0 28 0.90 31 

60,270 0.98 6,341 66,611 1.08 61,444 
5,236 1.01 0 5,236 1.01 5,168 

前年度
平成31年度
(通常)

平成31年度
(臨時・特別
の措置)

平成31年度
決定額

国　　　　費

備　　　　考
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Ⅱ．予算概要 

 
 

 １．対流促進型国土の形成と国土の長期展望 
 

予算額  322 百万円（対前年度比 0.97 倍）行 政 経 費 

 
予算額   331 百万円（対前年度比 1.02 倍）公共事業関係費 

 
（１）対流促進型国土の形成  
 

国土形成計画の基本構想「対流促進型国土の形成」の実現に向けて、  

各ブロックにおける広域連携プロジェクトやスーパー・メガリージョン構想の  

具体化などにより、イノベーションの創出等を図る。 

また、重層的かつ強靱な「コンパクト＋ネットワーク」を具体化する小さな拠点

の形成等により、地方への新しい人の流れの加速化を図るとともに、適切な 

管理がなされていない土地による外部不経済の分析等を行い、土地の適切な

管理のあり方等を検討する。 
 
（２）国土の長期展望  
 

人生100年時代の到来や働き方改革など社会経済に大きな変化が生じる

中、国民のライフスタイルの多様化、AI・IoT化の進展、頻発する水害・土砂 

災害等を踏まえて、国土の基礎的な条件に係る新たなデータの構築や技術 

革新による地域構造への影響分析等を行い、2050年までの国土の姿を描き 

出し、将来の課題整理・解決方策を検討する。 
 
 
 
２．離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件不利地域の振興
支援 

 
予算額  5,236 百万円（対前年度比 1.01 倍）行 政 経 費 

 

離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件不利地域について、条件  

不利性の克服にとどまらず、地域間の対流を促進し、地域の資源や特性を 

活かした取組を支援する。 

特に、奄美群島、小笠原諸島について、両地域の振興開発特別措置法の

法期限の延長と併せ、産業振興や定住促進に向けた取組をさらに効果的な 

ものに充実させる。 
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３．地理空間情報の高度活用によるイノベーションの加速化 
 

予算額  269 百万円（対前年度比 0.85 倍）行 政 経 費 
 

地理空間情報に係る基盤的なデータ整備を進めるとともに、産学官民連携

によるＧ空間情報センターを中核とした地理空間情報の流通体制の強化を 

促進する。 

また、高精度測位技術を活用したストレスフリーな環境づくりについて、2020

年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、移動支援の大規模実証

実験を行う。 
 
 
 
４．防災・減災への機動的な対応 

 
予算額 13,686 百万円（対前年度比 1.02 倍）公共事業関係費 

 

自然災害等に対して、住民などの安全・安心を確保するため、再度災害の 

防止対策等を緊急に実施する。 
 
 
 

５．国土・地域政策の海外展開 
 

予算額  71 百万円（対前年度比 1.02 倍）行 政 経 費 
 

アジア各国等において、国連ハビタットと連携したプラットフォームなどを  

通じ、我が国の技術・知見を活かして、相手国の国土・地域計画等「最上流」の

段階から「質の高いインフラ投資」の要素を盛り込むための働きかけを行い、 

我が国企業によるインフラ受注の効率的かつ効果的な実現を促進する。 
 
 
 

６．その他 
 

予算額  179 百万円（対前年度比 1.00 倍）行 政 経 費 
 

むつ小川原開発の推進に関する調査      等 
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Ⅲ．個別事項 
 

１．対流促進型国土の形成と国土の長期展望 
 

（１）対流促進型国土の形成 
 
 

① 広域連携プロジェクトの推進等 
 

国土形成計画（広域地方計画）（H28.3国土交通大臣決定）に基づく広域

連携プロジェクトの早期の具体化を図るため、先行的な事例の形成を支援 

する。 

また、地方圏における幅広い対流創出と競争力強化のため、有効な広域

連携・ネットワーク化のあり方について検討し、地域における連携施策の   

積極的な展開につなげる。 
 
 
  ○ 広域連携プロジェクトの推進等 
 

８１百万円（前年度 １０６百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

広域連携プロジェクトの推進 

広域連携プロジェクト 

⇒ 地域主導による推進 

広域地方計画協議会 

都府県・政令市 

代表市町村・隣接県等 

経済団体等 

国の地方支分部局 

官民の幅広い連携（プロジェクトチーム） 

各プロジェクトごとに協議会構成員に限らず幅広い主体が参加 

広域連携プロジェクトの推進に向けた検討 

各々の広域連携プロジェクトについて 

広域連携・官民連携による関係者の役割分担の下に、 

その実現のための具体的な施策・事業と進め方を明確化 

各主体による具体の施策・事業の推進 

各プロジェクトの計画のモニタリングを通じ進捗状況 

をフォローアップし、PDCA サイクルの下で施策・事業 

の改善を図る。 

 広域連携プロジェクトの早期の具体化を図るため、先行的な事例

の形成を支援 

各圏域で、先行事例の経験を他の広域連携プロジェクトに応用することで、

計画の推進を加速・効率化 

国土政策局の支援策 

支援 

① 広域対流促進電子スタンプ   

   ラリー支援プロジェクト 

② バイオ・医療産業等を核に 

   した東北圏地域づくり強化 

   プロジェクト 

※ 対流促進型国土の形成への貢献、ブロックを超えた広域連携 

   の促進等の観点から各広域地方計画協議会が選定 

④ 東日本地方創生回廊とスーパー・ 

  メガリージョンとの連結拠点創出 

  プロジェクト 

⑧ 北陸新幹線の対流促進効果最大化 

  による北陸地域活性化プロジェクト 

⑪ 近畿を結節点とするアジア・西日本と 

   スーパー・メガリージョンとの連携 

促進プロジェクト 

③ リニア開業を踏まえた首都圏の国際競争力 

  高度化プロジェクト 

⑨ リニア時代の“ものづくり”進化プロジェクト 

⑩ リニア効果の広域的波及を促進するまちづくり・ 

  モビリティ進化プロジェクト 

⑤ 太平洋・日本海横断高競争力製造業 

  ベルト創出プロジェクト 

⑥ 新たな働き方・暮らし方を実現する 

首都圏 3 リングの形成プロジェクト 

⑦ IoT・ICT を活用した豊かなスマート関東 

の実現プロジェクト 

⑬ 世界遺産等海道プロジェクト 

⑫ 高速交通ネットワーク活用と 

   質の高い定住環境整備による 

  「創造定住拠点」形成プロジェクト 

先行的に事例形成を支援する広域連携プロジェクト 
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官民連携基盤整備推進調査費 

 
○ 官民連携基盤整備推進調査費（公共事業関係費） 

 
３３１百万円（前年度 ３２５百万円） 

 
  

 
② 民間事業活動と一体的に実施する社会基盤整備の事業化検討の機動

的な支援 
 

官民連携による民間投資誘発効果の高い基盤整備や広域的な地域戦略

に資する事業について、民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸する 

ことなく、基盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな  

移行を図るため、地方公共団体が行う事業化検討を支援する。 

特に、公共施設等の整備･運営に民間の資金や創意工夫を活用した

PPP/PFIの導入可能性検討や広域的な観光又は交流拠点形成の促進に  

係る基盤整備の調査を重点支援する。 
 

【広域的な観光拠点形成の促進に係る調査】 

◆事例：大型クルーズ船受入のための港湾整備の検討 

＜調査内容＞ 

・ 大型クルーズ船寄港に対応した港湾施設整備のための広域

観光需要調査 

・ 岸壁、エプロン、駐車場、アクセス道路、港湾緑地の概略

設計 

・ 大型クルーズ船寄港に必要な港湾機能の検討（安全入出港

のためのシミュレーターを活用した接岸・回頭調査等） 

・ 港湾緑地の整備・管理運営に係る PPP/PFI 導入可能性検討 

【配分先】 地方公共団体（都道府県・市町村等） 

【補助率】 １／２ 

【支援内容】民間の設備投資等と一体的に実施する社会基盤整備※の事業化検討調査を支援 

① 施設整備の内容に関する調査（基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等） 

② ①で調査した施設の整備・運営手法に関する調査（PPP/PFI 導入可能性検討、VFM 算定等） 

※ 国土交通省所管の道路、海岸、河川、港湾、都市公園、市街地整備、空港等の公共土木施設の整備    

【広域的な交流拠点形成の促進に係る調査】 

◆事例：交通結節機能強化のための駅周辺整備の検討 

＜調査内容＞ 

・ 広域交流拠点形成に向けたバスターミナル、駅前広

場、ペデストリアンデッキの整備に係る需要予測、

概略設計、整備効果検討 

・ バスターミナル、駅前広場、ペデストリアンデッキ

の整備・管理運営に係る PPP/PFI 導入可能性検討 

支援内容 

【凡例】 社会基盤整備 民間事業活動 
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スーパー・メガリージョン形成による対流促進に向けた検討 

 
③ スーパー・メガリージョン形成による対流促進に向けた検討 

 
リニア中央新幹線によって形成されるスーパー・メガリージョンについて、 

その効果を広域的に波及させるため、高速交通基盤の整備によりもたらされ

る地域間の対流促進の効果について調査・分析を行うとともに、リニア駅を 

交通結節の核とした高速交通ネットワークの形成に向けた総合交通体系の 

あり方について検討を行う。 
  
 

○ スーパー・メガリージョン形成による対流促進に向けた高速交通基盤
の活用方策の検討 

１９百万円（前年度 ２０百万円） 
  

【スーパー・メガリージョンの形成により実現が望まれる将来の姿】 

 「グローバルなダイナミズムを取り込み、これまで培ってきた技術や文化を活かした

経済成長を実現しながら、各地域が個性を活かして自立する持続可能な国」 

 「都市部においても地方部においても、各個人が望むライフスタイルの実現に向け

多様な選択肢を持つことのできる、多様な価値観を支える国」 

正のスパイラルの創出により世界を先導するスーパー・メガリージョン 



 

- 9 - 

 

 

 

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成推進 

 
④ 「小さな拠点」の形成推進 

 
人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、集落の生活圏を維持 

するため、複数の生活サービス機能や地域活動の場が集約され、周辺集落

や都市拠点とのネットワークが確保されたモデル的な「小さな拠点」の形成を

推進する。 
 
 

○ 「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業 
 

１１６百万円（前年度 １２１百万円） 
  

「小さな拠点」と「ふるさと集落生活圏」のイメージ 

○「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業（集落活性化事業費補助金） 

・対象地域：過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域 

・実施主体：市町村、ＮＰＯ法人等（間接補助） 

・補 助 率：１／２以内（市町村）、１／３以内（ＮＰＯ法人等） 

・対象事業：既存施設を活用した「小さな拠点」の形成に向けた生活機能の再編・

集約に係る改修等 
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土地の適切な管理のあり方に関する検討 

 
○ 外部不経済が生じない条件も含む土地の適切な管理のあり方に 

関する調査 
１７百万円（前年度 １７百万円） 

 
⑤ 土地の適切な管理のあり方に関する検討 

 
今後、適切な管理がなされていない土地の増加が想定されるが、様々な 

外部不経済に応じた土地管理の必要性評価や自然的な土地利用に転換する

手法も含めた土地の適切な管理のあり方については、十分に整理・周知され

ていない。 

このため、外部不経済のデータ収集・分析を行い、その結果を踏まえて、 

土地の管理の必要性に係る評価指標を検討する。 
 

外部不経済の定量的試算 

管理されないことで、鳥獣

被害、虫害、雑草の繁茂、

景観悪化、防災機能低下、

不法投棄などにより、本来

発揮されるべき機能がどれ

だけ損失するかを定量的に

試算 

荒廃農地 
（右側は維持されている） 

間伐未実施で 
放置されている森林 

評価指標の検討 

試算の結果を踏まえ、土地の

管理の必要性に係る評価指標
※

を検討 
 

※ 管理すべき土地か、管理しなくて

も外部不経済が発生しない土地か

を判断するための基準等（考え方

の整理） 管理コスト 

【評価指標イメージ】 
管理されることで得られる効用（評価指標）と 

管理コストを評価し、最適な管理のあり方を検討 

管
理
さ
れ
る
こ
と
で
得
ら
れ
る

効
用
（評
価
指
標
） 

【事例 A】 
現状の管理 

（コスト＞効用） 

選択３：管理水準 
をゼロにする 

選択２：管理水準 
を下げる 

最適な 
管理 

選択１：管理水準 
を上げる 

得られる効用と

管理コストが 

同等のライン 



 

- 11 - 

 

 

 

政策効果に伴う人口分布の変化を動的に把握するための検討 

（２）国土の長期展望 
 

 
○ 政策効果に伴う人口分布の変化を動的に把握するための検討 

 
１０百万円（皆増） 

  

 
① 政策効果に伴う人口分布の変化を動的に把握するための検討 

 
現在の「メッシュ別将来人口推計モデル」は、基準時点の状況を所与とした

ものであり、インフラや各種施設の整備状況の変化を推計に織り込むことが 

できておらず、政策が将来の人口分布に与える影響を捕捉する体系となって

いない。 

このため、インフラなどの整備による生活利便性の変化等が、将来の人口 

分布に与える影響をシミュレーションするモデルの開発を行う。 
 

■ 調査内容①： 
既存の将来人口推計モデルの精緻化 

 各種施設（駅や病院など）の最新の位置

情報等に係るデータの整備を図り、生活 

利便性等に応じた人口移動のウェイト付け

を図るなど、将来の人口分布をより精緻に

表現できるモデルの開発を行う。 

■ 調査内容②： 

人口分布のシミュレーション 

 調査内容①で作成するモデルを応用する

ことにより、インフラや各種施設の整備に 

よる生活利便性の変化により、将来の人口

分布がどのように変わるのかシミュレー  

ションを行う。 

（参考図）現在の「メッシュ別将来人口推計モデル」 
練馬区・板橋区周辺の75歳以上人口増減数 
（2010年 ⇒ 2025年） （2010年基準） 

高速道路
一般道路（県道以上）
その他の道路
鉄道路線
市区町村境界

内科

高度医療施設

減少
0 ～ 250人増加
(0～1,000人増加/㎢)

250 ～ 500人増加
(1,000 ～2,000人増加/㎢)

500 ～ 750人増加
(2,000 ～3,000人増加/㎢)

750人以上増加
(3,000人以上増加/㎢)

75歳以上人口増減数

病院 鉄道駅 団地 

【現在の推計モデル】 

・同一市区町村では、すべてのメッシュに同じ

移動率※ を設定 
 
【本調査】 

・施設の立地等に応じて、移動率に差異を設け、

将来のインフラや各種施設の整備状況の変化

を推計に織りこむことができるモデルの開発

を図る 
 

※ 男女別・５歳階級別ごとに同一の移動率を設定 
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長期的なリスクと相関する国土利用のあり方に関する検討 

 
○ 長期的なリスクと相関する国土利用のあり方に関する検討 

 
１１百万円（皆増） 

 
 
 
 

  

 
② 長期的なリスクと相関する国土利用のあり方に関する検討 

 
2050年以降の超長期も見据えて、気候変動の進行に伴う災害リスクの   

増大、人口減少に伴う低・未利用地の増加や無居住化など国土利用に影響を

及ぼし得る長期的リスクを把握するとともに、リスク軽減に資する国土利用の 

あり方を抽出し、それらの国土利用とリスク軽減効果の相関の分析等を行い、

将来的に望ましい国土利用のあり方を検討する。 
 

国土利用へ影響するリスクの把握 リスク軽減に資する国土利用の抽出 
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地域におけるサービス機能等の立地確率を把握・検証 
将来の人口減少の状況や技術革新（ｅコマース、宅配ビジネス、遠隔医療等） 

などを踏まえ、サービス機能等の立地確率を把握・検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口規模別のサービス機能等の立地確率の把握及び対策の検討 

 
○ 地域における人口規模別のサービス機能等の立地確率の把握及び 

対策の検討 
１１百万円（皆増） 

  

 
③ 人口規模別のサービス機能等の立地確率の把握及び対策の検討 

 
地域経済・社会の維持に重要な生活関連サービス等の立地については、

人口減少や少子高齢化の進展が影響を及ぼすとともに、AI・IoT化などの技術

革新に伴うライフスタイルの変化等も地域におけるサービス機能等の立地に 

変革を起こしつつある。 

このため、これらを踏まえた地域における人口規模別のサービス機能等の

立地確率についての把握・検証を行い、必要な対策を検討する。 
 

生活に関連する小売業や医療・福祉などは、ある程度の人口規模が必要 

地域における必要な対策の検討 
施設の集約化や地域間連携など、サービス機能等を持続するための対策を検討 

歯科診療所 
百貨店、総合スーパー 

野菜・鮮魚等小売業 
訪問介護事業 

生命保険業 

ソフトウェア業 不動産賃貸業 

病院 

（0～0.4） （.0.4～1） （1～2） （2～5） （5～10） （10～  ） 【万人】 

銀行 

有料老人ホーム 

Ａ町 Ｂ村 

今後、医療・福祉関連の

施設が維持できない 
Ｂ村では既に施設が閉鎖

しはじめている 

Ａ町 Ｂ村 

お互いに連携し、共同利用していけば、 
維持していける！ 

【イメージ】 

左端：立地確率 50％ 右端：立地確率 80％ 
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離島活性化への支援 

２．離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件不利地域の 
振興支援 

 
 

① 離島活性化への支援 
 

離島地域の振興を図るための離島活性化交付金について、輸送費支援の

対象品目数の拡大、空き家の一時滞在施設への改修や高校生の離島留学

への支援追加など、地域資源を活かした産業活性化や定住・交流人口の  

拡大に必要な支援を拡充する。 
 
 
○ 離島活性化交付金 

 
１，５７９百万円（前年度 １，５５０百万円） 

 
  

現行制度 

定住促進事業 

・ 産業活性化事業 
雇用機会の創出のための戦略産品開発 
輸送費支援(戦略産品の移出及び原材料等の移入) 

・ 定住誘引事業 
空き家改修等の施設整備 等 

・ 流通効率化関連施設整備等事業 
荷さばき施設の整備 等 

・ 防災機能強化事業 
避難施設の整備 等 

・ 計画策定等事業 
地域防災計画の修正 等 

安全・安心向上事業 交流促進事業 

・ 地域情報の発信 
PR 映像等の制作 等 

・ 交流拡大のための仕掛けづくり 
滞在交流型観光のプログラム作成 等 

・ 交流の実施 
離島留学 等 

拡充内容 

○ 空き家改修事業の充実 

 一時滞在施設への改修を追加 

○ 離島留学の支援拡充 

 支援対象者を高校生まで拡大 
 事業期間の３年制限を延長可能に 

○ 輸送費支援の充実 

 戦略産品の移出に係る対象品目 
 数を拡大（4 品目から 5 品目へ） 

高校の離島留学 

小・中学生の離島留学 

お試し暮らし体験・シェアハウス 

田舎暮らし体験事業 

水揚げの様子 

海洋深層水 
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奄美群島振興への支援 

 
○ 奄美群島振興交付金 

 
２，４４４百万円（前年度 ２，４００百万円） 

 
 

  

 
② 奄美群島振興への支援 

 
地理的、自然的、歴史的な特殊事情による不利性を有する奄美群島に 

おいて、依然として本土等との格差が存在していることから、奄美群島振興 

開発特別措置法の法期限の延長と併せ、奄美群島振興交付金について、 

世界自然遺産登録を見据えた観光振興などの成長戦略の実現に向けた  

支援を加速するとともに、物資の輸送費や航路・航空路運賃に対する支援等

を拡充する。 
 

奄美群島振興交付金の充実・強化 

２．物資の輸送費支援 

 ・  農林水産物を対象に輸送コストを

支援 

  【交付率：７／１０】   

４．観光キャンペーン事業 

 ・ 交流需要喚起対策特別事業及び

奄美・沖縄連携交流促進事業に 

ついては、平成３０年度までの時限

措置として実施 

  【交付率：６／１０】 

３．航路・航空路運賃軽減事業 

 ・  奄美群島の住民（住民登録をして

いる者）を対象に航路・航空路運賃

を支援 

  【交付率：６／１０】 

１．成長戦略の実現に向けた支援 

 ・ 地域が自らの創意工夫を生かして

雇用拡充、人材育成や交流人口

拡大を図るために実施する事業を

支援 

  【交付率：５／１０】 

＜成長戦略の更なる加速＞ 

◆  地域の創意工夫をより一層促すため、民間と  

連携した新しい取組については、事業開始から 

３年間を「特定重点配分対象事業」と位置付け、

支援措置を拡充 

  ① 交付率を５／１０から６／１０へかさ上げ 

  ② 地方負担分に対して新たに特別交付税措置 

＜基幹産業の条件不利性の更なる改善＞ 

◆ 奄美群島で製造された加工品、原材料等を対象

品目に追加 

＜ＵＩＯターンや定住の更なる促進＞ 

◆ 準住民を運賃支援の対象に追加 

  ① 奄美群島外の学校等に在学する者で、奄美

群島の住民に扶養されているもの 

  ② その他市町村長が認める者 

＜世界自然遺産登録に向けた取組＞ 

◆ 政府として「奄美・沖縄」世界自然遺産の 2020

年登録を目指していることも踏まえ、観光キャン

ペーン事業の継続により、閑散期の観光交流需

要喚起や、沖縄との連携交流促進を図る 
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小笠原諸島振興開発への支援 

 
③ 小笠原諸島振興開発への支援 

 
小笠原諸島の特性を最大限に活かした産業振興（農業・漁業・観光業）、

自然環境の保全、その他生活環境の整備等を含めた地域の主体的な取組を

支援するため、小笠原諸島振興開発特別措置法の法期限の延長と併せ、 

島民・観光客の安全確保のための防災施設の整備、世界自然遺産登録を 

踏まえた自然環境の保全、産業振興や生活環境の改善のための施設の整備

に係る取組等を支援する。 
 
 
 ◯ 小笠原諸島振興開発費補助金 
 

１３７百万円（前年度 １３６百万円） 
 

○ 小笠原諸島振興開発事業費補助 
 

９３０百万円（前年度 ９１４百万円） 
  

小笠原諸島振興開発事業費補助（ハード事業） 

港湾整備 

老朽化対策及び地震や津波による 

被害低減を図るため、二見港の岸壁

改良等を行う。 

自然公園・都市公園 道路整備 農業・水産業振興 農業基盤整備 

二見港（父島） 

簡易水道 

安心・安全な水の安定供給のため、

老朽化した母島の浄水場の更新  

工事等を行う。 

沖村浄水場（母島） 

直轄調査経費 

病害虫等防除対策 診療所運営 

各種調査（観光関係） 

医療施設の運営支援（リハビリテーションに対応

した診療所の運営に対する支援を行う。） 

小笠原諸島振興開発費補助金（ソフト事業） 

指定病害虫であるミカンコミバエの再侵入

警戒調査やアフリカマイマイの防除・試験

研究等を行う。 

小笠原村診療所 

小笠原諸島の自立的発展

に向けた産業振興等に 

関する調査を行う。 

小中学校整備 

教育環境の改善を図るため、建設後

45年以上経過し、老朽化・狭小化した

小中学校の改築を行う。 

小笠原小中学校（父島） 

○ 小笠原諸島の特性を最大限に活かし、地域の主体的な取組を支援 
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半島地域振興施策の推進 

 
○ 半島地域振興等に必要な経費 

８７百万円（前年度 ９６百万円） 
 

（うち半島振興広域連携促進事業 ８０百万円（前年度 ８７百万円）） 
  

 
④ 半島地域振興施策の推進 

 
三方を海に囲まれ、平地に恵まれないこと等により生活環境や産業基盤が

低位にある半島地域において、自立的発展等を図るため、多様な主体が  

連携・協力して実施する広域的な取組に対する支援を行う。 
 

道府県が策定する事業計画に基づき、半島地域において多様な主体が連携

して広域的に実施する取組に対し、国は予算の範囲内で補助を行う。 

半島振興広域連携促進事業の概要 

移住希望者へＰＲ、 

フェア・相談会の実施 
半島地域一体となった 

広域的な取組による 

相乗効果 

交流 

促進 

産業 

振興 

定住 

促進 

多様な地域資源を 

活かした特産品開発 

半島振興に係る 

簡易な施設整備 

半島特有の地形（ジオパーク

等）を活用した交流ツアー 
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豪雪地帯対策の推進 

 
○ 豪雪地帯における除排雪体制整備への支援等 

 
２８百万円（前年度 ３１百万円） 

 
（うち克雪体制支援調査に要する経費 ２１百万円（前年度 ２１百万円）） 
  

 
⑤ 豪雪地帯対策の推進 

 
人口減少・高齢化が進展し、除排雪作業中の事故が頻発していることを 

踏まえ、雪下ろし等の担い手確保及び安全対策の徹底を図るため、モデルと

なる除排雪体制の立ち上げやアドバイザー派遣による支援を実施するととも

に、除排雪作業を行う高齢者等に対して、安全対策の普及啓発を強化する。 
 

■ 概要 

・相談窓口を設置し、共助除排雪体制に悩む地域から

の問合せに対応 
・除排雪に関して地域が抱える課題やニーズに対し、 

アドバイザーを派遣して助言、指導 等 

２．地域アドバイザー派遣支援 

ア
ド
バ 

イ
ザ
ー 

地
域 

相
談

窓
口 

助言・指導 

相談 調整 

３．安全対策の強化 

平成 29 年度冬期には高齢者を中心

に 100 名を超える除排雪作業中の 

死亡事故が発生。 

特に高齢者に対し、安全対策に関する

効果の高い普及啓発手法を検討し、

その普及啓発を実施。 

■ 除排雪作業中の事故防止に資する取組 

ex.・安全講習会等による体験型啓発活動 
・安全行動に結びつく情報発信 

・命綱、ヘルメットの安全用具着用の普及 

１．立ち上げ等モデル支援 

■ 共助除排雪体制の整備 

ex.・住民・企業・学生等との連携による 

地域除排雪体制づくり 
・広域ボランティアの受入れ体制づくり 

雪下ろし実技講習 除排雪安全パンフレット 大学生による除排雪ボランティア活動 



 

- 19 - 

 

 

 

Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討 

３．地理空間情報の高度活用によるイノベーションの加速化 
 
 

① Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討 
 

地理空間情報の基盤的なデータ整備を進めるとともに、付加価値の高い

データの流通を促進させ、イノベーションの加速化を図るため、ショーケース

の収集、使いやすいデータの提供や認知度向上に向けた取組を進めて、  

Ｇ空間情報センターを中核とした地理空間情報の収集・加工・提供体制を 

充実させる｡ 
 
 

○ Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討 
 

１０２百万円（前年度 １２６百万円） 
  

分析・加工 

防災 農林水産 

電子地図 航空写真 

交通 

等 

× 

収集・提供 

Ｇ空間情報センターを中核とした 

付加価値の高いデータの流通促進 

多様な主体によるデータの利活用 

国・地方公共団体 防災関係者 

情報サービス業 個人・民間企業等 

基盤的な地理空間情報のデータ整備 

地理空間情報を源泉として、第 4 次産業革命や Society5.0 などのイノベーションを

推進し、世界最先端の技術を高度に活用可能な社会（Ｇ空間社会）を実現すること

で、国民生活の安全・安心の確保と経済成長を実現 

浸水想定区域 

道路・鉄道 

航空写真 

行政区域 

基盤地図 

国
土
数
値
情
報 

情報の循環 

（２次、３次利用） 

走行履歴 
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高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 

 
② 高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 
 

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、訪日外国人

や高齢者・障害者等がストレスなく移動・活動できる社会の実現に向け、施設

管理者等と連携し、屋内電子地図などの空間情報インフラの整備や、これを

活用した民間事業者によるサービス実装の取組を促進する。 
 

 
○ 高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 

 
４４百万円（前年度 ５０百万円） 

 
  

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において、スマートフォンの位置情報等の

高精度測位技術を活用した多様なサービスが民間事業者により創出される。 

2020 年時点に実現するサービスのイメージ 

自分の現在位置、目的地までの 

経路などの情報が詳細に手に入る 

広くてわかりづらい観客席への

ご案内も正確かつスムーズに 

ゲート 2 へ 
向かって 
ください！ 

Je suis perdu. 
（迷ってしまったんだが…） 

平成 31 年度の取組内容 

大規模スポーツイベント時における位置情報を活用した移動支援

位置情報を活用した移動支援実証のイメージ 

最寄り駅 競技場 

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催時を想定し、訪日外国人や高齢者・

障害者などを含めた人々を対象としたナビゲーションやイベント情報の提供等の実証を、

会場周辺において、施設管理者・事業者等との連携により実施。 
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災害対策等緊急事業推進費 

４．防災・減災への機動的な対応 
 
 

自然災害（洪水､豪雨､地震､津波､崖崩れ等）により被災した地域、重大な

交通事故が発生した箇所等において、住民及び利用者の安全・安心の確保

を図るため、再度災害の防止対策や事故の再発防止対策等を緊急に実施 

する。 

具体的には、年度途中にこれらの対策を実施する事業に対し、関係部局

や地方公共団体からの要求を受けて、予算を配分する。 
 
 

○ 災害対策等緊急事業推進費（公共事業関係費）  
１３，６８６百万円（前年度 １３，４３８百万円） 

 
  

 

 
【施設に損傷なし】 【施設に損傷有り】 ■公共土木施設の原形復旧・防災機能の強化対策 

■公共土木施設に被害・損傷がない場合の対策 

〈原形復旧を行う災害復旧事業とあわせて施設の機能向上を行う事例〉 

被 災 し た 護 岸 の 

原形復旧に加え 

嵩上げを実施 

制度の事例 

災害復旧事業で原形復旧 

推進費で嵩上げ 推進費で嵩上げ 

【施設に損傷なし】 

【施設に損傷有り】 

■災害復旧事業対象外の自然災害により被災した場合の対策 

被災後 
風化・劣化による

崖崩れが発生した

ことから法面対策

を実施 

対策後 

■公共交通の安全確保を図るための対策 

転落場所 

車両の転落事故を

契機に、前後区間

に道路情報提供 

装置を設置 

（道路、航路、空港等における重大事故が対象） 

堤防の損傷はないが、

越水・浸水により被害

が発生したことから、 

河道拡幅等を実施 

対策後 

河道拡幅 

対策前 

護岸 
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 国土・地域政策の海外展開 

５．国土・地域政策の海外展開 
 
 

インフラシステム輸出戦略（H30.6経協インフラ戦略会議改訂）に基づき、

相手国の国土・地域計画等「最上流」の段階から我が国の「質の高いインフラ

投資」の要素を盛り込むため、相手国政府との連携や政策対話の実施などの

働きかけを行い、我が国企業によるインフラ受注の効率的かつ効果的な実現

を促進するとともに、国連ハビタットとも連携しながら、世界の持続可能な開発

を推進する。 
 
 

◯ 国土・地域政策の海外展開 
７１百万円（前年度 ６９百万円） 
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（参考）税制改正概要 

 
 
 
 

○半島、離島及び奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度の延
長（所得税・法人税） 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

主要項目 

根拠法 対象市町村数 地域の特殊性

半島振興対策
実施地域

半島振興法 194
・三方を海に囲まれ、平地に恵まれず、

居住や経済活動に制約
・国土の幹線軸から隔離

離島振興対策
実施地域

離島振興法 112
・船や飛行機等交通手段が限られ、輸

送費用等が他の地域と比較して多額

奄美群島
奄美群島振興開発

特別措置法
12

・戦後８年間、米国の軍政下
・台風の常襲地帯、特殊病害虫の発生

施策の背景

要望の結果

人口減少・高齢化の進展・就業者数の減少

半島、離島及び奄美群島は、地理的条件不利性を抱え、人口減少・高齢化が急速に進展

し、就業者数が著しく減少している。この課題を解決するため、雇用機会を拡大し、もって定住
人口を確保することが必要であり、具体的には、小規模零細事業者を含めた民間事業者によ
る投資促進を通じた内発的発展を図ることが必要である。なお、「経済財政運営と改革の基本
方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）においても、「半島、離島・奄美などの条件不利地域
については、・・・・・地域資源や創意工夫を活かした自立的な地域社会の構築による、維持・
活性化を目指す」と明記されている。

●人口増減率（H22～H27)
・全国▲0.8%  ・半島▲6.2％ ・離島▲9.3%  ・奄美▲7.3%

●高齢者比率（H27） ※ （ ）内はH22からの増減率
・全国26.6%（+3.6%） ・半島34.2% (+4.0%) ・離島39.0%(+3.6%) ・奄美31.3%(+2.2%)

●就業者数の推移(H22～H27)

・全国：5,961万人→5,892万人（▲1.2%）
・半島：199万人 →  191万人（▲4.0%）
・離島：17.9万人 → 16.6万人（▲7.3%）
・奄美： 5.2万人 →  5.1万人（▲2.5%）

出典：総務省「国勢調査」

特例措置の内容

結 果

【所得税・法人税】半島、離島及び奄美群島において取得される工業用
機械等について、 以下のとおり５年間の割増償却

現行の措置を２年間（平成31年４月１日～平成33年３月31日）延長する。

■対象業種
製造業・農林水産物等販売業・
旅館業及び情報サービス業等

対象業種・償却率

■対象設備・償却率
・機械・装置 ：普通償却限度額の32％
・建物・附属設備、構築物 ：普通償却限度額の48％

対象地域の概要

半島振興対策実施地域、離島振興対策実施地域及び奄美群島における製造業、農林水
産物等販売業、旅館業及び情報サービス業等の用に供する設備に係る割増償却制度を、
平成32年度末まで２年間延長する。
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主要項目以外の項目 

 
 
１．国土交通省主管 
 
 

○(独)奄美群島振興開発基金の非課税措置の延長（所得税・法人税等） 
 
 
○小笠原諸島への帰島に伴う課税の特例措置の延長（所得税・不動産取得
税等） 

 
 
 
 
２．他省庁主管 
 
 

○振興山村における工業用機械等の割増償却の延長（所得税・法人税） 
 
 
○過疎地域における事業用設備等に係る特別償却の延長（所得税・法人
税） 

 


